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税務犯罪の予備的証拠に基づく税務調査 

2022年 12月 5日、財務大臣（MoF）は、税務犯罪の予備的証拠（Bukti 

Permulaan/Bukper）に基づく税務調査に関する規則 PMK-1771を発行しました。 

PMK-177により、Bukper税務犯罪予備調査に関する PMK-2392と、オムニバス法の

税務に関連する PMK-183の第 107条と第 114条が取り消されます。PMK-177は

2023年 2月 3日から有効となります。

以下は、PMK-177に規定された変更点の要点です。 

Bukper税務犯罪予備調査のプロセスに関する更新 

PMK-177では、Bukper税務犯罪予備調査の全体的なプロセスを以下のように更新し

ています。 

調査準備 

• PMK-177では、電子データ形式の証憑の重要性が認められているため、Bukper

税務犯罪予備調査では、納税者の電子データの検索と保護にも焦点が当てられま

す。

調査過程 

• Bukper税務犯罪予備調査には公開型と非公開型があり、公開型では、調査官は

納税者とのやりとりや納税者のデータにアクセスしやすくなります。PMK-177では、

国家の歳入損失を正しく計算し、税務犯罪の証拠を増やすために、国税総局

（DGT）が、非公開型の Bukper税務犯罪予備調査を公開型に移行させることがで

きます。

• Bukper税務犯罪予備調査において税務犯罪の証拠を裏付けるために、税務調査

官は、納税者と関係のある第三者に対して追加的な情報やデータを要求すること

ができます。PMK-177では、Bukper税務犯罪予備調査における調査官は、要求

された情報を意図的に提供しない、または、誤った情報を提供する第三者について

1 財務大臣規則 No.177/PMK.03/2022（PMK-177）2022年 12月 5日公布 
2 財務大臣規則 No.239/PMK.03/2014（PMK-239）2014年 12月 22日公布 
3 財務大臣規則 No.18/PMK.03/2021（PMK-18）2021年 2月 17日公布・発効により PMK-239を修正した 
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も Bukper税務犯罪予備調査を実施するよう国税総局に提案することができるよう

になりました。 
 

• 現行の規定では、非公開型の Bukper税務犯罪予備調査が開始された後に納税

者が提出した申告書や修正申告書は、税務調査官によってその提出が認められま

した。しかし、PMK-177では、公開型の Bukper税務犯罪予備調査において、当該

調査に係る通知書が届いた後に提出された申告書や修正申告書は、その提出が

認められないと規定されています。 

 

• Bukper税務犯罪予備調査の実施期限および Bukper税務犯罪予備調査の延長

期限は、実施期間が 12ヶ月、延長期間が 12ヶ月という点では変わりません。還

付請求に伴う税務調査に関連する Bukper税務犯罪予備調査の延長を認める場

合、国税総局は、還付請求の期限も考慮すべきと PMK-177は規定しています。 

 

調査終了 

 

• 公開型の Bukper税務犯罪予備調査において収集された証拠に基づき、税務調査

官は調査の期限の遅くとも 2ヶ月前に納税者に召集令状を送付し、潜在的な歳入

損失について説明を求めます。 

 

• 納税者から説明を受けた後、税務調査官は、Bukper税務犯罪予備調査の期限の

少なくとも 1ヶ月前に、公開型の Bukper税務犯罪予備調査の結果を納税者に通

知します。この段階で、税務当局は、公開型 Bukper税務犯罪予備調査の結果に

基づく措置についても納税者に通知します。 
 

代理人の役割の廃止 

 

PMK-177は、Bukper税務犯罪予備調査の通知書の受領、Bukper税務犯罪予備調

査の拒否、納税者に代わって拒否通知への署名を拒否するなど、公開型の Bukper

税務犯罪予備調査のいくつかのプロセスにおいて代理人の使用を廃止しています。 

 

自己開示 

 

Bukper税務犯罪予備調査の対象となった納税者は、申告書を提出しない、または誤

った申告書を提出した（誤った情報を申告書に添付した場合を含む）ことについて、国

税通則（Ketentuan Umum Perpajakan/KUP）法第 8条第 3項に基づき、自己開示

（Voluntary Disclosure/VD）を申請することができます。PMK-177では、納税者は上

記の事象に基づく VDを他の税務犯罪（納税者番号の不正使用、インドネシアでの帳

簿未整備、架空のインボイス発行など）に関する情報開示と合わせて申請することが

可能です。 

 

納税者は、国税総局が定める電子的方法で VDに係る申請書を提出するか、電子的

方法が利用できない場合は、納税者が登録されている税務署に紙面にて直接提出す

る必要があります。 

 

VD申請は、Bukper税務犯罪予備調査の過程、または公開型の Bukper税務犯罪予

備調査の結果に関する通知の発行後、検察官により犯罪調査の開始が通知されてい

ない場合に限り、提出することが可能です。提出された VDの審査の結果、当初の所

見と異なる措置が取られる場合、国税総局は VD申請書を受領後、10営業日以内に

当該措置の変更通知を発行します。 
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税務犯罪の兆候による税務調査の中断 

 

通常の税務調査中に税務犯罪の兆候が発見された場合、中断され、Bukper税務犯

罪予備調査へとエスカレートします。PMK-177と GR-504では、税務調査の中断は以

下のようになります。 

1. 以下の場合、通常の税務調査が継続する: 

a. Bukper 税務犯罪予備調査が、以下の場合により中止される： 

1) 税務犯罪の予備的証拠が発見されない 

2) 税務犯罪に該当しない 

3) 納税者本人が死亡した 

b. 税務犯罪調査（penyidikan）が、以下の場合に中止される: 

1) 不十分な証拠 

2) 税務犯罪に該当しない。または、 

3) 同じ事件を 2度起訴できず（一時不再理 nebis in idem）、または容疑者が

死亡した。または、 

c. 納税者の法的責任を免除する永久的な法的効力を持つ判決があり、その写し

を国税総局が受領している 

2. 以下の場合、通常の税務調査は中止される: 

a. 国税通則法第 8条第 3項に基づき納税者が申請した VDにより Bukper税務

犯罪予備調査が中止され、その開示内容が実態に合致する 

b. 税務犯罪調査が、以下の理由で中止される: 

1) 納税者が国税通則法第 8 条第 3 項に基づく VD申請 を行った。または、 

2) 納税者または被疑者が国家の歳入損失を解消するために国税通則法第

44B条に基づく支払いを行った 

c. 税務犯罪の時効期間（10年）が経過したため、Bukper税務犯罪予備調査また

は税務犯罪調査が中止された。または、 

d. 上記 1.cの決定以外に、税務犯罪に関連する、永続的な法的効力を持つ裁判

所の決定があり、その写しを国税総局が受領している 

 

例外として、Bukper 税務犯罪予備調査または税務犯罪調査の結果、過払いがある場

合は、中断された税務調査が継続されます。 

 

Bukper 税務犯罪予備調査の結果からの措置 

 

PMK-177 では、Bukper 税務犯罪予備調査の結果は、公開型と非公開型に分けられ

ます。 

 

公開型の Bukper税務犯罪予備調査による措置 

 

1. 税務犯罪の予備的証拠が発見され、納税者が以下のような場合、公開型の

Bukper税務犯罪予備調査は税務犯罪調査にエスカレートされる: 

a. VDを申請していない。または、 

b. VDを申請したが、その開示内容が実際の状況と一致しない 

 

 

 
4 政府規則 No.50 Year 2022 (GR-50) 2022年 12月 12日公布・発効。GR-50は、HPP法下の新しい KUP

のルールを導入することを目的としています。GR-50につきましては、TaxFlash No.23/2022をご確認ください 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2022/taxflash-2022-23-jpn.pdf
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2. 公開型の Bukper税務犯罪予備調査は、以下の場合に中止される: 

a. 納税者が VDを申請し、その開示内容が実態に即している 

b. 納税者本人が死亡した 

c. 税務犯罪に該当しない 

d. 税務犯罪の時効期間（10年）が経過している 

 

上記 1.b のケースで税務犯罪調査にエスカレーションされた納税者の場合で、VDの 

申請時に行われた追加納税は、国家の歳入損失に対する解消の一部とみなされます

が、その解消額は納税額の½までとなります（過少申告税額に起因する行政処分によ

る税額の全額を除く）。VD申請時の追加納税額の一部を認識するこの方法は、PMK-

239で実施され（追加納税額の 2/5の割合）、その後 PMK-18で削除されました。

PMK-177では、この計算方法を別の割合で再適用する予定です。 

 

非公開型の Bukper税務犯罪予備調査による措置 

 

1. 非公開型の Bukper税務犯罪予備調査は、調査により税務犯罪の兆候または予

備的証拠がある場合、公開型の Bukper税務犯罪予備調査または税務犯罪調査

にエスカレーションされる。 

2. 非公開型の Bukper税務犯罪予備調査は、以下の場合に中止される: 

a. 納税者本人が死亡した 

b. 租税犯罪に該当しない 

c. 租税犯罪の予備的証拠が見つからない。または、 

d. 租税犯罪の時効期間（10年）が経過している 

 

経過措置 

 

PMK-177は、2023年 2月 3日から適用される以下の経過措置を定めています。 

1. 納税者は、2023年 2月 3日以前に Bukper税務犯罪予備調査の指示書が発行さ

れた調査に対しても、VDを申請することが可能 

2. 2023 年 2 月 3 日以前に VD を申請した納税者が、その開示内容が実情に合わな

い場合、VD 申請時に行われた税金の精算は PMK-177 の規定に従う 

3. 2021年 2月 17日以前に指示書が発行された Bukper税務犯罪予備調査は、

2022年 12月 31日までに終了しなければならない 

4. 2021年 2月 17日以降に指示書が発行された Bukper税務犯罪予備調査は、

PMK-177の期限内に終了しなければならない。及び、 

5. Bukper税務犯罪予備調査の結果通知は、2023年 2月 3日以前に指示文書が発

行された Bukper税務犯罪予備調査プロセスの期限前に交付することが可能 

 

2023年 2月 3日以前に発行された Bukper税務犯罪予備調査に関連する文書は、

現在も有効であるとみなされます。 
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